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３章 ごみ処理の状と課題 

3.1 ごみ処理に関する国等の動向 

3.1.1 国のごみ処理に関する計画等 

国は、ごみ処理に関して、「第四次循環型社会形成推進基本計画」（平成 30 年６月 19

日閣議決定）及び「廃棄物の減量その他その適正な処理に関する施策の総合的かつ計画的

な推進を図るための基本的な方針」（平成 28 年環境省告示第７号。以下「国の基本方針」

といいます。）を策定しています。 

 

(1) 第四次循環型社会形成推進基本計画 

「第四次循環型社会形成推進基本計画」では、循環型社会の形成に向けた取組の中長期

的な方向性として、以下の７つの柱が設定されています。 

 

① 持続可能な社会づくりとの統合的取組 

② 多種多様な地域循環共生圏1）形成による地域活性化 

③ ライフサイクル全体での徹底的な資源循環 

④ 適正処理の更なる推進と環境再生 

⑤ 万全な災害廃棄物処理体制の構築 

⑥ 適正な国際資源循環体制の構築と循環産業の海外展開の推進 

⑦ 循環分野における基盤整備 

 

このうち、地域の取組との関わりが深い「②多種多様な地域循環共生圏形成による地域

活性化」では、以下のとおり、３つの代表指標について、数値目標が設定されています。 

 

指標①：１人１日当たりのごみ排出量 

⇒ 平成 37 年度（令和７年度）までに約 850g/人・日とする 

指標②：１人１日当たりの家庭系ごみ排出量（資源ごみ及び集団回収量を除く。） 

⇒ 平成 37 年度（令和７年度）までに約 440g/人・日とする 

指標③：事業系ごみ排出量 

⇒ 平成 37 年度（令和７年度）までに約 1,100 万トン 

  

 

1） 地域循環共生圏とは、各地域が地域資源を最大限生かしながら自立・分散型の社会を形成しつつ、地域の

特性に応じて資源を補完し支え合うことにより、地域の活力が最大限に発揮されることを目指す考え方で

す。 
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このほか、「①持続可能な社会づくりとの統合的取組」などでは、「家庭系食品ロス量 

」及び「事業系食品ロス量」が代表指標とされており、共に 2030 年度までに 2000

年度の半減とすることを目標としています。 

また、「③ライフサイクル全体での徹底的な資源循環」では、プラスチック、バイオマ

ス1）等の各素材について、「循環利用率を向上し、廃棄物等の発生量や最終処分量を削減

していくことを目指す」としています。このうち、プラスチックに関する取組として、国

は、令和元年５月に「プラスチック資源循環戦略」2）を策定しました。同戦略では、2030

年までにワンウェイのプラスチック（容器包装等）を累積で 25％排出抑制すること、

2035 年までに全ての使用済プラスチックをリユース又はリサイクルすることなどを目

標としています。 

 

1） バイオマスとは、動物や植物などの有機物資源（化石資源を除く。）を指し、大気中の CO2 を増加させな

い「カーボンニュートラル」と呼ばれる特性を持ちます。 

2） プラスチック資源循環戦略とは、プラスチックに関する幅広い課題に対応するため、３Ｒと再生可能資源

への代替を基本原則としたプラスチック資源の循環を推進するものです。コラム（P.3-3）参照 

3） 農林水産省 食品ロスの現状（平成 29 年度推計値） 

食品ロスとは、本来食べられるにもかか 

わらず廃棄される食品のことをいいます。 

日本では、年間 612 万 t3)もの食品ロスが 

発生していると推計されており、国民１人 

当たりに換算すると、茶碗一杯分のご飯（約 

132g）が毎日捨てられている計算になりま 

す。 

食品ロスを削減することは、環境負荷の 

低減のみならず、飢餓の撲滅や栄養不良の 

解消などにも効果があることから、SDGs で 

も重要な課題のひとつとされています。 

このような状況の中、国内では、「食品循環資源の再生利用等の促進に関する基本方

針（令和元年７月）」の基本理念に食品ロスが明記され、食品関連事業者及び消費者の

食品ロス削減に関する役割が記載されたほか、令和元年 10 月には「食品ロスの削減の

推進に関する法律」が施行されるなど、食品ロスの削減に向けた動きが加速していま

す。 

出典：農林水産省 NO-FOODLOSS 
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(2) 国の基本方針 

国の基本方針では、以下のとおり、４つの指標について数値目標が設定されています。 

指標①：ごみ排出量    

⇒ 平成 32 年度（令和２年度）までに平成 24 年度比で約 12％減 

指標②：再生利用率   

⇒ 平成 32 年度（令和２年度）までに約 27％ 

指標③：最終処分量    

⇒ 平成 32 年度（令和２年度）までに平成 24 年度比で約 14％減 

指標④：１人１日当たりの家庭系ごみ排出量 

      ⇒ 平成 32 年度（令和２年度）までに 500g/人・日とする 
 
  

このような地球規模でのプラスチック問題への対応が SDGs でも求められていること

を背景に、国は「プラスチック・スマート」キャンペーンの展開や、「プラスチック資源

循環戦略（令和元年５月）」の策定など、プラスチック資源の適正な循環を推進するため

の体制構築を進めています。 

プラスチックという素材は、その機能性の高さから様々

な場面で利用され、我々の生活に多くの恩恵をもたらしま

した。 

一方で、プラスチックごみのうち、有効利用されるもの

の割合は世界全体では低く、また、不適正な処理のため、

大量のプラスチックごみが海洋へ流出しており、このまま

では、2050 年までに魚の重量を上回るプラスチックが海

洋環境に流出することが予測されています。 出典：環境省 

個人・企業・団体・行政などのあらゆる主体が、一つの旗印の下に連携協働し

て、ポイ捨て・不法投棄の撲滅を徹底した上で、“プラスチックとの賢い付き合い

方”を進め、取組状況を国内外に発信するものです。 

プラスチック資源の３R や、プラスチック製容器包装・製品の原料を再生材や再

生可能資源（紙、バイオマスプラスチック等）に適切に切り替えることのほか、海

洋プラスチックゼロエミッションを目指して清掃活動を推進することなどを基本原

則としています。 

プラスチック・スマート 

プラスチック資源循環戦略 
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3.1.2 愛媛県のごみ処理に係る計画 

(1) 第四次えひめ循環型社会推進計画 

愛媛県は、ごみ処理に関する計画として、「第四次えひめ循環型社会推進計画」（平成

29 年３月策定。以下「県循環計画」といいます。）を策定しています。 

県循環計画では、以下に示す４つの指標について数値目標が設定されています。 

指標①：ごみ総排出量 

⇒ 平成 32 年度（令和２年度）までに平成 27 年度比で約 11％減 

（421 千トンに削減） 

指標②：１人１日当たりのごみ排出量 

⇒ 平成 32 年度（令和２年度）までに平成 27 年度比で約 5％減 

指標③：再生利用率 

⇒ 平成 32 年度（令和２年度）までに約 27％ 

指標④：最終処分量 

⇒ 平成 32 年度（令和２年度）までに平成 27 年度比で約 12％減 

（41 千トンに削減） 

 

(2) 愛媛県ごみ処理広域化計画 

愛媛県は、平成９年度に、ごみ焼却施設から発生するダイオキシン類の排出削減を主な

目的として「愛媛県ごみ処理広域化計画」を策定しました。同計画では、県内を５ブロッ

クに区割りし、各ブロックで焼却施設の集約化を進めることなどが掲げられています。広

域ブロックの概要は図 3-1 のとおりであり、本市は松山ブロックに含まれます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-1 広域ブロックの概要 

資料：第四次えひめ循環型社会推進計画を編集 
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3.2 松山市の現状 

3.2.1 分別区分の状況 

(1) 家庭系ごみの分別区分 

松山・北条地域での家庭系ごみの種類と分別区分は表 3-1、中島地域での家庭系ごみの

種類と分別区分は表 3-2 に示すとおりです。 

松山・北条地域では８種 11 分別、中島地域では、金物・ガラス類を細分化し、10 種

13 分別としています。 

 

表 3-1 松山・北条地域での家庭系ごみの種類と分別区分 

分別区分 

ごみの種類 
分別区分 具体例 

１.可燃ごみ １.可燃ごみ 生ごみ、プラスチック製容器包装及びペット

ボトル以外のプラスチック製品、再生利用で

きない紙、せん定枝、布類等 

２.ペットボトル ２.ペットボトル 指定 PET ボトル1）（清涼飲料水、酒類等） 

３.プラスチック製

容器包装 

３.プラスチック製

容器包装 

トレイ、発泡スチロール等 

４.紙類 ４.新聞紙・折り込

みチラシ 

新聞紙、折り込みチラシ、情報紙等 

５.紙パック 500ml 以上の紙パック 

６.段ボール 段ボール 

７.本類・雑がみ 雑誌、マンガ本、教科書、ノート、包装紙等 

５.金物・ガラス類 ８.金物・ガラス類 空き缶、空きびん、ガラス、金物類等 

６.埋立ごみ ９.埋立ごみ 茶碗、レンガ等 

７.水銀ごみ 10.水銀ごみ 蛍光灯、ボタン型電池等 

８.粗大ごみ 11.粗大ごみ 電池を使用する機器、家電製品2）、家具、布

団等 

 

 

1） 使用済み PET ボトル単独のリサイクルが可能な内容物（食用油脂を含まず、簡易な洗浄によって内容物の

臭いを除去できるもの）を充填した PET ボトルを指します。 

2） 特定家庭用機器一般廃棄物及び使用済パーソナルコンピューターのブラウン管ディスプレイを除きます。 
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表 3-2 中島地域での家庭系ごみの種類と分別区分 

分別区分 

ごみの種類 
分別区分 具体例 

１.可燃ごみ １.可燃ごみ 生ごみ、プラスチック製容器包装以外のプラ

スチック、再生利用できない紙、せん定枝、

布類等 

２.ペットボトル ２.ペットボトル 指定 PET ボトル（清涼飲料水、酒類等） 

３.プラスチック製

容器包装 

３.プラスチック製

容器包装 

トレイ、発泡スチロール等 

４.紙類 ４.新聞紙・折り込

みチラシ 

新聞紙、折り込みチラシ、情報紙等 

５.紙パック 500ml 以上の紙パック 

６.段ボール 段ボール 

７.本類・雑がみ 雑誌、マンガ本、教科書、ノート、包装紙等 

５.金物・ガラス類 ８.金物・ガラス類 刃物、スプレー缶、なべ、やかん等 

６.缶類 ９.缶類 アルミ缶、スチール缶 

７.びん類 10.びん類 飲料用のびん等 

８.埋立ごみ 11.埋立ごみ 茶碗、レンガ等 

９.水銀ごみ 12.水銀ごみ 蛍光灯、ボタン型電池等 

10.粗大ごみ 13.粗大ごみ 電池を使用する機器、家電製品、家具、布団

等 

 

 

(2) 事業系ごみの分別区分 

事業系ごみの種類と分別区分は、表 3-3 に示すとおりです。 

事業系ごみは、それぞれ市の焼却施設又は民間事業者の処理施設に搬入され、適正に処

理されています。 

 

表 3-3 事業系ごみの種類と分別区分 

分別区分 

ごみの種類 
分別区分 具体例 

１.可燃物 １.可燃物 生ごみ・残飯、リサイクルできない紙類、落

ち葉・草等 

２.再生利用可能な

紙 

２.再生利用可能な

紙 

新聞紙・情報紙、段ボール、紙パック、機密

書類（シュレッダー）、本、雑誌、OA 紙等 

３.特別管理一般廃

棄物 

３.特別管理一般廃

棄物 

PCB 使用部品、廃水銀、汚泥、感染性一般廃

棄物等 

４.食品循環資源 ４.食品循環資源 リサイクルできる生ごみ 

５.木くず ５.木くず せん定枝 
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3.2.2 ごみ処理施設の状況 

(1) 処理施設等の配置 

処理施設等の配置は、図 3-2 のとおりです。 

本市は、焼却施設（粗大ごみ処理施設を併設）２施設、リサイクルセンター１施設、最

終処分場２施設のほか、環境啓発の拠点として、まつやま Re・再来館（愛称：りっくる）

を有しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2 処理施設等の配置 
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(2) 焼却施設 

焼却施設の概要は、表 3-4 に示すとおりです。 

可燃ごみは、松山市南クリーンセンターと松山市西クリーンセンターの２施設で焼却処

理しています。ごみを焼却する際の余熱は、発電に利用されているほか、松山市南クリー

ンセンターでは、アクアパレットの温水プールにも利用されています。 

なお、施設の長寿命化や運転効率の向上などの検討を踏まえ、平成 25 年度から、松山

市南クリーンセンターの焼却炉１炉及び灰溶融設備を休止しています。 

 

表 3-4 焼却施設の概要 

施設名 

施設詳細 
松山市南クリーンセンター 松山市西クリーンセンター 

所在地 松山市市坪西町 1000 番地１ 松山市大可賀３丁目 525 番地６外 

竣工 平成６年３月 31 日 平成 25 年 12 月 26 日 

処理能力 300 t/日（100 t/日×３炉） 420 t/日（140 t/日×３炉） 

内容 全連続燃焼式ストーカ炉 全連続燃焼式ストーカ炉 

除じん設備 バグフィルター バグフィルター 

備考 

余熱利用 

 給湯・冷暖房（場内） 

 アクアパレットへの温水供給

（場外） 

 自家発電（1,950 kW） 

灰溶融設備 

（プラズマ式 20 t/日） 

余熱利用 

 給湯・冷暖房（場内） 

 自家発電（6,600 kW） 

灰溶融施設 

（プラズマ式 23 t/日×２、交互運転） 

※平成 25 年４月から焼却施設供用開

始 

 

(3) 粗大ごみ処理施設 

粗大ごみ処理施設の概要は、表 3-5 に示すとおりです。 

松山市南クリーンセンターでは可燃性粗大ごみと不燃性粗大ごみの破砕処理を、松山市

西クリーンセンターでは可燃性粗大ごみのみの破砕処理を行っています。 

 

表 3-5 粗大ごみ処理施設の概要 

施設名 

施設詳細 
松山市南クリーンセンター 松山市西クリーンセンター 

処理能力 90 t/５h １ t/５h 

処理方式 
せん断式 10 t/５h 

回転式 80 t/５h 
せん断式 

備考 

 可燃性粗大ごみはせん断式、不

燃性粗大ごみは回転式破砕機で

処理 

 ４種類（アルミ・鉄・可燃・不

燃）に選別 

 焼却施設と同一建屋内に設置 

 可燃性粗大ごみのみ処理 

 焼却施設と同一建屋内に設置 
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(4) 選別保管施設 

選別保管施設の概要は、表 3-6 に示すとおりです。 

松山市中島リサイクルセンターでは、旧中島地域で排出されたごみを集約して保管して

いるほか、資源化物の選別、圧縮処理を行っています。 

 

表 3-6 選別保管施設の概要 

施設名 

施設詳細 
松山市中島リサイクルセンター 

所在地 松山市中島大浦 22 番地 

竣工 平成 16 年度 11 月 19 日 

処理能力 760 t/年 

主要設備 

 ストックヤード 

 受入ホッパ、コンベヤ 

 磁選機、アルミ選別機 

 缶類圧縮機、ペットボトル圧縮梱包機、プレス可能金属圧

縮機 

 

(5) 最終処分場 

最終処分場の概要は、表 3-7 に示すとおりです。 

埋立ごみや焼却残渣（ざんさ）1）は、松山市横谷埋立センターと松山市大西谷埋立セン

ターの２施設で埋立処理を行っています。 

 

表 3-7 最終処分場の概要 

施設名 

施設詳細 
松山市横谷埋立センター 松山市大西谷埋立センター 

所在地 松山市食場町乙６番地１ 松山市大西谷乙 129 番地 

竣工 平成 15 年３月 25 日 平成５年３月 20 日 

敷地面積 164,000 m2 101,993 m2 

埋立面積 40,000 m2 20,200 m2 

埋立容積 550,000 m3 150,000 m3 

埋立開始 平成 15 年４月～ 平成５年４月～ 

埋立対象物 焼却残渣、埋立ごみ 焼却残渣、埋立ごみ 

埋立方式 セル方式 セル方式 

排水処理設備 115 m3/日 80 m3/日 

 

  

 

1） 焼却残渣とは、可燃ごみなどの焼却処理を行った後に残る焼却灰などを指します。 
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3.2.3 ごみ処理体制 

(1) ごみ処理フロー 

本市のごみ処理フローは、図 3-31）に示すとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図 3-3 ごみ処理フロー（令和２年度時点）  

 

1） 収集ごみ・直接搬入ごみから伸びる矢印と番号は、資源化施設又は選別・保管につながる番号と対応して

います。 
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(2) 家庭系ごみの収集運搬体制 

家庭系ごみの収集運搬体制は、表 3-8 に示すとおりです。 

 

表 3-8 家庭系ごみの収集運搬体制（令和２年度時点） 

地 域 

 

分別区分 

直営・委託の区分1） 

松山・北条地域 中島地域 

可燃ごみ 直営・委託 委託 

ペットボトル 委託 委託 

プラスチック製容器包装  委託 委託 

紙類 委託 委託 

金物・ガラス類 委託 委託 

埋立ごみ 直営・委託 委託 

水銀ごみ 直営 委託 

粗大ごみ 直営 委託 

 

(3) 家庭系ごみの収集車両等 

家庭系ごみの収集車両等の機材配置は、表 3-9 に示すとおりです。 

 

表 3-9 家庭系ごみの収集車両等の機材配置（令和２年度時点） 

単位：台 

 直 営 委 託 合 計 

パッカー車 32 68 100 

パワーゲート車 2 0 2 

その他 19 30 49 

合 計 53 98 151 

 

 

  

 

1） 直営とは、市の職員が収集運搬などのごみ処理に係る作業を直接行うことを指し、委託は、これらの作業

を事業者に委ねることを指します。 

パッカー車 パワーゲート車 
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(4) ごみ処理に係る経費 

ごみ処理に係る経費の推移は、図 3-4 及び表 3-10 に示すとおりです。 

年間のごみ処理経費はほぼ横ばいで推移しており、全体で 65 億円程度、１人当たり１

万３千円程度となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-4 ごみ処理に係る経費 

 

表 3-10 ごみ処理に係る経費1） 

年 度 

項 目 
平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

工事費［千円］ 2,021,756 2,723,835 2,078,647 2,036,377 1,748,551 

調査費［千円］ 0 0 3,563 7,322 0 

人件費［千円］ 1,377,454 1,372,526 1,395,969 1,318,061 1,312,577 

処理費［千円］ 365,263 366,521 340,003 366,181 402,249 

車両等購入費［千円］ 42,754 22,634 10,676 36,402 29,238 

委託費［千円］ 2,595,668 2,654,270 2,765,702 2,843,365 2,865,724 

その他［千円］ 49,456 45,633 45,957 53,362 49,314 

合計［千円］ 6,452,351 7,185,419 6,640,517 6,661,070 6,407,653 

１人当たりの経費 

［千円/人］ 
12.5 13.9 12.9 12.9 12.5 

１t 当たりの経費 

［千円/t］ 
42.0 46.4 44.7 45.3 44.3 

 

  

 

1） ごみ処理に係る経費の詳細な資料は、資料編（P.6-1）参照。 
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3.2.4 ごみの排出状況 

(1) ごみ総排出量 

 排出形態別 

ごみ総排出量（排出形態別）の推移は、図 3-5 及び表 3-11 に示すとおりです。 

ごみ総排出量は、家庭系ごみが約８割、事業系ごみが約２割の構成となっています。家

庭系ごみ、事業系ごみともに減少傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-5 ごみ総排出量（排出形態別） 

 

表 3-11 ごみ総排出量（排出形態別） 

単位：t/年 

年 度 

区 分 
平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

家庭系ごみ 120,864 120,836 117,888 117,322 115,576 

事業系ごみ 32,752 33,927 30,790 29,714 29,104 

合 計1） 153,617 154,763 148,677 147,036 144,680 

 

 

 

1） 小数点以下の数値の取扱い上、合計値が合わないことがあります。 
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 ごみ種別 

ごみ総排出量（ごみ種別）の推移は、図 3-6 及び表 3-12 に示すとおりです。 

埋立ごみはほぼ横ばいで推移しており、粗大ごみは増加傾向に、可燃ごみ、資源ごみ及

び不法投棄・ボランティア清掃ごみは減少傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-6 ごみ総排出量（ごみ種別） 

 

表 3-12 ごみ総排出量（ごみ種別） 

単位：t/年 

年 度 

ごみ種 

平成 26 年

度 

平成 27 年

度 

平成 28 年

度 

平成 29 年

度 

平成 30 年

度 

可燃ごみ 121,157 122,051 116,342 115,351 113,772 

資源ごみ 25,384 25,232 24,965 24,341 23,145 

粗大ごみ 5,334 5,646 5,662 5,688 6,055 

埋立ごみ 1,442 1,472 1,396 1,392 1,506 

不法投棄・ボランティア清掃ごみ 300 361 313 265 202 

合 計1） 153,617 154,763 148,677 147,036 144,680 

 

 

 

 

 

 

1） 小数点以下の数値の取扱い上、合計値が合わないことがあります。 
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(2) 家庭系ごみ排出量 

家庭系ごみは、直営や委託業者により収集されるごみ（収集ごみ）と、市民が自らごみ

処理施設へ搬入するごみ（直接搬入ごみ）に区分されます。 

 

 家庭系ごみ総排出量 

家庭系ごみ総排出量の推移は、図 3-7 及び表 3-13 に示すとおりです。 

埋立ごみはほぼ横ばいで推移しており、粗大ごみは増加傾向に、可燃ごみ、資源ごみ及

び不法投棄・ボランティア清掃ごみは減少傾向にあるため、全体としては減少傾向にあり

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-7 家庭系ごみ総排出量 

 

表 3-13 家庭系ごみ総排出量 

単位：t/年 

年 度 

ごみ種 
平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

可燃ごみ 89,813 89,485 86,840 86,861 85,882 

資源ごみ 24,625 24,585 24,426 23,863 22,695 

粗大ごみ 4,685 4,932 4,913 4,942 5,290 

埋立ごみ 1,442 1,472 1,396 1,392 1,506 

不法投棄・ボランティア清掃ごみ 300 361 313 265 202 

合 計1） 120,864 120,836 117,888 117,322 115,576 

 

  

 

1） 小数点以下の数値の取扱い上、合計値が合わないことがあります。 
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 収集ごみ 

家庭系ごみのうち、収集ごみの推移は図 3-8 及び表 3-14 に示すとおりです。 

ペットボトルの収集量は増加傾向にありますが、可燃ごみ、金物・ガラス及び紙類の収

集量は減少傾向にあります。とりわけ、可燃ごみと紙類の減少幅が大きいため、全体とし

ては減少傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-8 収集ごみ内訳 

 

表 3-14 収集ごみ内訳 

単位：t/年 

年 度 

ごみ種 
平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

可燃ごみ 89,410 88,983 86,284 86,233 85,350 

金物・ガラス 6,243 6,179 6,028 5,984 5,795 

ペットボトル 1,285 1,298 1,362 1,401 1,440 

プラスチック製容器包装 5,747 5,847 5,885 6,015 5,914 

紙類 11,193 11,110 11,022 10,343 9,414 

粗大ごみ 2,826 2,927 2,792 2,743 2,846 

水銀ごみ 58 54 48 43 44 

埋立ごみ 1,329 1,369 1,299 1,296 1,375 

合 計1） 118,092 117,768 114,720 114,058 112,178 

 

 

 

 

1） 小数点以下の数値の取扱い上、合計値が合わないことがあります。 

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

[t/年]

可燃ごみ

金物・ガラス

ペットボトル

プラスチック製容器包装

紙類

粗大ごみ

水銀ごみ

埋立ごみ



第 3 章 ごみ処理の現状と課題 

3-17 

 直接搬入ごみ 

家庭系ごみのうち、直接搬入ごみの推移は図 3-9 及び表 3-15 に示すとおりです。 

可燃ごみ、資源ごみ及び埋立ごみはほぼ横ばいで推移していますが、粗大ごみの搬入量

が増加傾向にあるため、全体としては増加傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-9 直接搬入ごみ内訳 

 

表 3-15 直接搬入ごみ内訳 

単位：t/年 

年 度 

ごみ種 
平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

可燃ごみ 403 502 556 628 532 

資源ごみ 99 98 81 77 88 

粗大ごみ 1,859 2,005 2,121 2,199 2,445 

埋立ごみ 112 103 96 96 132 

合 計1） 2,473 2,708 2,855 2,999 3,197 

 

 

 

 

 

 

 

1） 小数点以下の数値の取扱い上、合計値が合わないことがあります。 
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(3) 事業系ごみ排出量 

事業系ごみは家庭系ごみと異なり、収集は行っておらず、全量が排出事業者又は排出事

業者から収集運搬の委託を受けた許可業者により直接搬入されます。 

事業系ごみ排出量の推移は、図 3-10 及び表 3-16 に示すとおりです。 

粗大ごみの排出量はほぼ横ばいで推移していますが、可燃ごみ及び資源等の排出量が減

少傾向にあるため、全体としては減少傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-10 事業系ごみ排出量 

 

表 3-16 事業系ごみ排出量 

単位：t/年 

年 度 

ごみ種 
平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

可燃ごみ 31,344 32,566 29,501 28,490 27,889 

粗大ごみ 649 714 750 746 765 

資源等 759 647 539 478 450 

合 計 32,752 33,927 30,790 29,714 29,104 
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(4) 排出量の原単位 

原単位とは、排出量を人口や年間日数などで除した値です。ごみ総排出量及び家庭系ご

み排出量は、人口及び年間日数で除した「１人１日当たりの排出量」を原単位とします。

一方、事業系ごみ排出量は、人口に影響を受けるものではないことから、年間日数でのみ

除した「１日当たりの排出量」を原単位とします。 

 

 １人１日当たりのごみ総排出量 

１人１日当たりのごみ総排出量1）の推移は、図 3-11 及び表 3-17 に示すとおりです。 

本市の１人１日当たりのごみ総排出量は減少傾向にあり、また、愛媛県や全国平均など

と比較しても少ない状況にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-11 １人１日当たりのごみ総排出量 

 

表 3-17 １人１日当たりのごみ総排出量 

単位：g/人・日 

年 度 

地 域 
平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

松山市 813 817 789 782 772 

愛媛県内平均 889 891 886 898 889 

中核市平均 992 980 962 955 953 

人口 50 万人以上の市平均 964 949 935 934 927 

全国平均 906 906 900 902 910 

 

 

1） 1 人 1 日当たりのごみ総排出量［g/人・日］＝ごみ総排出量［t/年］×106÷人口［人］÷365［日/年］ 
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 １人１日当たりの家庭系ごみ排出量  

１人１日当たりの家庭系ごみ排出量1）の推移は、図 3-12 及び表 3-18 に示すとおり

です。 

本市の１人１日当たりの家庭系ごみ排出量は、愛媛県内平均、中核市平均、全国平均よ

りも少なく、人口 50 万人以上の市平均と同程度となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-12 １人１日当たりの家庭系ごみ排出量 

 

表 3-18 １人１日当たりの家庭系ごみ排出量 

 

単位：g/人・日 

年 度 

地 域 
平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

松山市 640 638 626 624 617 

愛媛県内平均 691 685 676 672 670 

中核市平均 678 671 655 648 646 

人口 50 万人以上の市平均 649 640 628 622 618 

全国平均 681 679 669 670 675 

  

 

1） １人１日当たりの家庭系ごみ排出量［g/人・日］＝家庭系ごみ総排出量［t/年］×106÷人口［人］÷365［日/年］ 

550

600

650

700

750

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

［g/人・日］

松山市

愛媛県内平均

中核市平均

人口50万人

以上の市平均

全国平均



第 3 章 ごみ処理の現状と課題 

3-21 

 １日当たりの事業系ごみ排出量 

１日当たりの事業系ごみ排出量1）の推移は、図 3-13 及び表 3-19 に示すとおりです。 

本市の１日当たりの事業系ごみ排出量は、全国平均及び愛媛県平均より多いものの、人

口 50 万人以上の市平均及び中核市平均よりも少なくなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-13 １日当たりの事業系ごみ排出量 

 

表 3-19 １日当たりの事業系ごみ排出量 

単位：ｔ/日 

年 度 

地 域 
平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

松山市 90 93 84 81 80 

愛媛県内平均 16 17 16 17 16 

中核市平均 115 113 112 111 111 

人口 50 万人以上の市平均 384 378 377 378 378 

全国平均 22 22 41 22 22 

 

 

 

  

 

1） 1 日当たりの事業系ごみ排出量［t/日］＝事業系ごみ総排出量［t/年］÷365［日/年］ 
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(5) 家庭系可燃ごみの細組成調査結果 

ごみの細組成調査は、収集ごみを既定の項目に分類して、水分を含んだ重量を計測し、

組成割合を整理するものであり、分別ルールの徹底状況やバイオマス賦存量1）などを把握

することを目的として実施しています。 

本市の家庭系可燃ごみの細組成調査結果は、図 3-14 に示すとおりです。 

厨芥（ちゅうかい）類（生ごみ）が 37.2％を占めており、紙類及びプラスチック類は、

合わせて 32.4％となっています。全国平均などと比較すると、本市は紙類及びプラスチ

ック類の割合が低くなっています。 

また、図 3-15 に示すとおり、本市の紙類及びプラスチック類には、リサイクル可能な

紙類及びプラスチック類が一定量含まれています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-14 家庭系可燃ごみの細組成調査結果の比較2） 

 

 

 

 

 

 

図 3-15 本市の紙類及びプラスチック類の内訳 

 

1） 賦存量とは、理論的に導き出された存在量を意味します。 

2） 本市の家庭系可燃ごみの細組成は、平成 30 年度の調査結果を示しています。全国平均は、「容器包装廃

棄物の使用・排出実態調査の概要（平成 30 年度、環境省）」に基づき整理しています。他市事例は、人口

50 万人以上の市のうち、１人１日当たりのごみ排出量が少ない上位５市（平成 26 年度～30 年度）中、一

般廃棄物処理計画で家庭系可燃ごみの細組成調査の結果を公表している市を対象としています。 
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3.2.5  ごみの処理状況 

(1) 焼却処理の状況 

 焼却処理量の推移 

焼却処理量の推移は、図 3-16 及び表 3-20 に示すとおりです。 

焼却処理量は減少傾向にあります。また、松山市西クリーンセンターの焼却処理量が、

全体の 70％程度を占めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-16 焼却処理量 

 

表 3-20 焼却処理量 

単位：t/年 

年 度 

焼却処理量 
平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

焼却処理量1） 126,409 127,488 121,655 120,567 119,075 

 南クリーンセンター 31,027 31,212 32,509 31,459 31,055 

西クリーンセンター 95,381 96,276 89,146 89,108 88,021 

 

  

 

1） 小数点以下の数値の取扱い上、合計値が合わないことがあります。 
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 ごみの焼却に伴う CO2 排出量 

ごみの焼却に伴う CO2 排出量1)の推移は、図 3-17 及び表 3-21 に示すとおりです。 

ごみの焼却に伴う CO2 排出量は、ほぼ横ばいで推移しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-17 ごみの焼却に伴う CO2 排出量 

 

表 3-21 ごみの焼却に伴う CO2 排出量 

単位：t-CO2/年 

年 度 

項 目 
平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

焼却処理量から算出した排出量 67,617 68,196 65,074 64,493 63,694 

売電・余熱利用量分の削減量 -17,577 -17,336 -16,840 -13,057 -12,731 

ごみの焼却に伴う CO2 排出量2） 50,040 50,860 48,234 51,436 50,963 

 

 

1） ごみの焼却に伴う CO2 排出量は、焼却処理量（表 3-20）を基に算出した CO2 発生量から、ごみ発電や

熱供給による CO2 削減量（化石燃料の使用が抑制されるため。）を差し引いた値としています。 

2） 小数点以下の数値の取扱い上、合計値が合わないことがあります。 
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 焼却対象物の組成 

南クリーンセンター及び西クリーンセンターで焼却するごみの組成等（平成 26 年度か

ら平成 30 年度までの実績の平均値）は、図 3-18、表 3-22 及び表 3-23 に示すとお

りです。 

両施設ともに紙布類の割合が最も高く、西クリーンセンターでは紙布類が半数以上を

占めています。 

 

 

 

 

 

 

 図 3-18 南クリーンセンター及び西クリーンセンターのごみ組成（５年平均値） 
 

表 3-22 南クリーンセンターの焼却対象物の状況 
年 度 

区 分 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平均 

種
類
組
成[

％] 

紙布類 34.0 34.0 39.3 43.7 37.4 37.7 

化学製品 24.2 14.2 19.8 19.0 21.1 19.7 

草木類 14.2 24.3 15.1 15.9 23.5 18.6 

厨芥類 25.5 25.8 21.4 18.4 14.9 21.2 

不燃物類 0.4 0.5 3.3 0.7 1.8 1.3 

その他 1.7 1.2 1.1 2.3 1.3 1.5 

合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 

三
成
分

[

％] 

水分 45.5 54.0 43.4 43.0 45.8 46.3 

灰分 5.0 4.4 5.7 5.2 5.8 5.2 

可燃分 49.5 41.6 50.9 51.8 48.5 48.5 

単位容積重量［kg/㎥］ 222.8 224.0 201.0 194.5 204.0 209.3 

低位発熱量1）（実績値）［kcal/kg］ 2,342.5 1,617.5 2,187.5 2,357.5 2,287.5 2,158.5 

 

表 3-23 西クリーンセンターの焼却対象物の状況 
年 度 

区 分 
平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平均 

種
類
組
成[

％] 

紙布類 51.0 57.6 51.8 47.5 55.9 52.8 

化学製品 18.8 14.9 19.6 19.9 15.5 17.7 

草木類 11.5 9.2 11.4 13.1 11.8 11.4 

厨芥類 12.8 12.3 10.2 12.7 9.9 11.6 

不燃物類 1.6 0.7 1.0 1.0 1.4 1.1 

その他 4.3 5.3 6.0 5.8 5.5 5.4 

合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 

三
成
分

[

％] 

水分 53.5 54.8 50.7 51.3 50.6 52.2 

灰分 4.7 4.8 5.0 4.9 5.5 5.0 

可燃分 41.8 40.4 44.3 43.8 43.9 42.8 

単位容積重量［kg/㎥］ 166.3 199.5 175.1 190.1 196.4 185.5 

低位発熱量（実績値）［kcal/kg］ 1,784.2 1,589.2 1,879.2 1,882.5 1,774.2 1,781.8 

 

1） 低位発熱量とは、ごみ中の水分、可燃物中の水素分が水蒸気となる際の蒸発潜熱を総発熱量から差し引い

たものであり、ごみ焼却施設の設計を行うときの重要な要素の１つです。 
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(2) リサイクルの状況 

資源化量及びリサイクル率の推移は、図 3-19 及び表 3-24 に示すとおりです。 

資源化量及びリサイクル率は、紙類収集量の減少を受け、全体として減少傾向で推移し

ています。また、リサイクル率は、全国平均を下回っていますが、愛媛県内平均、中核市

平均よりも高く、人口 50 万人以上の市平均と同程度となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-19 資源化量及びリサイクル率 

 

表 3-24 資源化量及びリサイクル率  

年 度 
項 目 

平 成 
26 年度 

平 成 
27 年度 

平 成 
28 年度 

平 成 
29 年度 

平 成 
30 年度 

焼却施設 
［t/年］ 

金属類 629 633 474 382 436 

溶融スラグ 4,935 4,930 4,062 4,566 4,029 

焼却灰（セメント原料化） 799 800 798 799 799 

小計 6,363 6,363 5,334 5,747 5,264 

資源化 
施設 
［t/年］ 

紙類 11,231 11,147 11,061 10,383 9,450 

金属類・ガラス 5,904 5,802 5,411 5,464 5,360 

ペットボトル 1,207 1,215 1,244 1,279 1,332 

容器包装プラスチック 5,165 5,307 5,313 5,295 5,451 

水銀 58 54 48 43 44 

せん定枝 794 685 558 503 489 

小計 24,359 24,210 23,635 22,967 22,126 

粗大ごみ 
処理施設 
［t/年］ 

金属類（小型家電含む。） 1,098 1,206 1,325 1,411 1,574 

リサイクル家具 29 32 23 27 51 

小計 1,127 1,238 1,348 1,438 1,625 

資源化量合計［t/年］1） 31,848 31,811 30,317 30,152 29,015 

ごみ総排出量［t/年］ 153,617 154,763 148,677 147,036 144,680 

リサイクル率
[％] 

松山市 20.7 20.6 20.4 20.5 20.1 

愛媛県内平均 19.9 19.3 19.0 19.6 19.4 

中核市平均 19.5 19.3 19.2 19.2 19.2 

人口50万人以上の市平均 20.0 20.0 20.2 20.5 20.0 

全国平均 21.8 21.7 21.5 21.3 21.2 

 

1） 小数点以下の数値の取扱い上、合計値が合わないことがあります。 
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(3) 埋立処理の状況 

最終処分量及び最終処分率の推移は、図 3-20 及び表 3-25 に示すとおりです。 

埋立ごみ、焼却残渣ともに増加傾向にあるため、全体としては増加傾向にあります。ま

た、それに伴い、最終処分率も増加傾向にありますが、全国平均などよりも低くなってい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

図 3-20 最終処分量及び最終処分率 

 

表 3-25 最終処分量及び最終処分率 

年 度 

項 目 
平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

埋立ごみ［t/年］ 1,432 1,462 1,387 1,381 1,495 

焼却残渣［t/年］ 6,617 6,206 6,050 6,370 6,776 

最終処分量合計［t/年］1） 8,049 7,668 7,438 7,752 8,271 

ごみ総排出量［t/年］ 153,617 154,763 148,677 147,036 144,680 

最
終
処
分
率[

％] 

松山市 5.2 5.0 5.0 5.3 5.7 

愛媛県内平均 12.4 12.4 12.4 11.8 11.3 

中核市平均 9.6 9.4 9.3 8.9 8.9 

人口 50 万人以上の市平均  9.6 9.1 9.2 8.8 9.3 

全国平均 11.6 11.4 11.5 13.7 11.0 

 

 

 

  

 

1） 小数点以下の数値の取扱い上、合計値が合わないことがあります。 
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表 3-26 ごみ総排出量の推移（まとめ）1） 

年 度 

区 分 
平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

(a)行政区域内人口［人］ 517,688 517,263 516,089 515,002 513,361 

 計画収集人口 517,688 517,263 516,089 515,002 513,361 

自家処理人口 0 0 0 0 0 

(b)
家
庭
系[

ｔ
／
年] 

収
集 

可燃ごみ 89,410 88,983 86,284 86,233 85,350 

金物・ガラス 6,243 6,179 6,028 5,984 5,795 

ペットボトル 1,285 1,298 1,362 1,401 1,440 

プラスチック製容器包装 5,747 5,847 5,885 6,015 5,914 

紙類 11,193 11,110 11,022 10,343 9,414 

粗大ごみ  2,826  2,927 2,792 2,743 2,846 

水銀ごみ   58   54 48 43 44 

埋立ごみ  1,329  1,369 1,299 1,296 1,375 

小計 118,092 117,768 114,720 114,058 112,177 

直
接
搬
入 

可燃ごみ   403   502 556 628 532 

資源ごみ   99   98 81 77 88 

粗大ごみ 1,859  2,005 2,121 2,199 2,445 

埋立ごみ  112   103 96 96 132 

小計 2,473  2,708 2,855 2,999 3,197 

不法投棄・ボランティア清掃  300   361 313 265 202 

家庭系ごみ 計 120,864 120,836 117,888 117,322 115,576 

(c)
事
業
系 

[

ｔ
／
年] 

直
接
搬
入 

可燃ごみ 31,344 32,566 29,501 28,490 27,889 

粗大ごみ   649 714 750 746 765 

資源等 759 647 539 478 450 

直接搬入ごみ 計  32,752 33,927 30,790 29,714 29,104 

事業系ごみ 計 32,752 33,927 30,790 29,714 29,104 

(d)ごみ総排出量［t/年］（=(b)＋(c)） 153,617 154,763 148,677 147,036 144,680 

(e)１人１日あたりのごみ総排出量［g/人・日］

（=(d)÷(a)÷(年間日数)×(10-6)） 
813 817 789 782 772 

(f)資源化量［t/年］ 31,848 31,811 30,317 30,152 29,015 

(g)リサイクル率［％］(=(f)÷(d)×100) 20.7 20.6 20.4 20.5 20.1 

(h)最終処分量［t/年］ 8,049 7,668 7,438 7,752 8,271 

(i)最終処分率［％］(=(h)÷(d)×100) 5.2 5.0 5.0 5.3 5.7 

 

  

 

1） 小数点以下の数値の取扱い上、合計値が合わないことがあります。 
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3.3 前計画の評価と課題 

3.3.1 前計画の評価 

(1) 前計画の目標 

前計画では、ごみ減量、リサイクルに関する以下の目標を設定しています。 

  

 

 

 

 

(2) ごみ減量に関する目標（リデュース KEEP No.1）の達成状況 

１人１日当たりのごみ排出量が少ない都市の順位1）は、表 3-27 に示すとおりです。 

上記の目標は達成できませんでしたが、平成 26 年度、28 年度には１位を達成したほ

か、他の年度は１位である八王子市に僅差で迫るなど、いずれの年度も高い水準を維持す

ることができています。 

 

表 3-27 リデュース（１人１日当たりのごみ排出量）取組の上位５都市 

単位：g/人・日 

 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

１位 
松山市 八王子市 松山市 八王子市 八王子市 

813(517,688) 815(562,781) 789(516,089) 777(563,538) 765(562,522) 

２位 
八王子市 松山市 八王子市 松山市 松山市 

835(562,940) 817(517,263) 799(563,327) 782(515,002) 772(513,361) 

３位 
広島市 広島市 広島市 川崎市 川崎市 

856(1,188,315) 854(1,190,629) 841(1,192,975) 834(1,485,841) 816(1,498,634) 

４位 
横浜市 横浜市 京都市 川口市 川口市 

878(3,721,664) 866(3,730,345) 846(1,474,735) 835(598,888) 828(603,093) 

５位 
川口市 川口市 川口市 京都市 横浜市 

879(588,222) 867(592,257) 852(595,093) 843(1,472,027) 831(3,745,444) 

※( )は人口［人］を示す。  

 

1） １人１日当たりのごみ総排出量は、「一般廃棄物処理実態調査（平成 26 年度～平成 30 年度、環境

省）」から引用しています。 
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(3) リサイクルに関する目標（リサイクル CHALLENGE 26%）の達成状況 

リサイクル率の実績値は、図 3-21 に示すとおりです。 

平成 31 年度に 26％まで引き上げるという目標に対し、最新の集計年度である平成 30

年度の実績は 20.1％であり、目標の達成は困難な状況です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-21 リサイクル率の実績値 

 

3.3.2 前計画の総評 

ごみ総排出量に関する前計画予測値と実績値の比較は、図 3-22 に示すとおりです。 

「リデュース KEEP No.1」の目標は達成できませんでしたが、市民・事業者の皆さま

の御協力などにより、前計画で予測した以上にごみ減量が進んでいます。 

また、前計画策定以降、本市は戸別回収した粗大ごみから小型家電を選別するほか、市

有施設に回収ボックスを設置するなどの取組を進め、前計画策定時に課題として挙げた「小

型家電リサイクル法への対応」を積極的に推進しました。 

市民・事業者・行政の各主体が協働し、計画に基づく取組を進めたことにより、着実に

「持続可能な循環型のまち 松山」の実現に向かっているといえます。 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

図 3-22 ごみ総排出量の前計画との比較  
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3.3.3 前計画の課題 

本市のごみ処理の現状を踏まえ、以下の３つの項目について、課題を抽出しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本市の１人１日当たりのごみ排出量は、人口 50 万人以上の市の中ではトップレベルで

少なくなっていますが、ごみ処理に伴う CO2 排出量や埋立処分量の削減などを推進し、環

境への負荷をより低減させるためには、一層のごみ減量に向けた取組が求められます。 

あ 

課題１ ごみ減量 

本市のリサイクル率は、人口 50 万人以上の市平均とおおむね同程度であるものの、近

年は減少傾向にあり、前計画の目標値 26％の実現は困難な見込みです（平成 30 年度実績

値：20.1％）。 

循環型社会の形成を一層進展させるためには、減量はもとより、リサイクルの推進も大

変重要であるため、施策の強化・拡充を行い、リサイクル率の向上に努める必要がありま

す。 

課題２ リサイクル 

松山市南クリーンセンターは、竣工から約 26 年が経過し、老朽化が進行しているため、

新施設の整備も視野に入れ、今後の整備方針を検討しなければなりません。 

また、豪雨や地震などの災害に備え、災害廃棄物の処理体制を確保するほか、人口減少

や老朽化した社会資本の維持管理経費の増大などの課題に向き合い、持続可能なごみ処理

体制を構築する必要があります。 

なお、クリーンセンターなどの清掃施設は、数十年間の長期にわたり運用するものであ

るため、ごみ排出量の将来予測などを踏まえ、慎重に検討する必要があります。 

課題３ ごみ処理の体制 


